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答  申  

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した特別児童扶養

手当等の支給に関する法律（以下「法」という。）の規定に基づく

特別障害者手当認定請求却下処分に係る審査請求について、審査庁

から諮問があったので、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

 本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、○○区長（以下「処分庁」という。）

が、請求人に対し、令和２年３月１３日付けの特別障害者手当認

定請求却下通知書（以下「本件処分通知書」という。）により行

った、特別障害者手当認定請求却下処分（以下「本件処分」とい

う。）について、その取消しを求めるものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

   請求人は、おおむね以下の理由から、本件処分の違法性又は不

当性を主張している。  

 申立日現在、注意欠陥・多動性障害と自閉症スペクトラム障害

の発達障害とそれに伴う躁うつ病の精神障害者と複数あり、精神

保健福祉手帳１級の認定を受けている。他に、睡眠時無呼吸症候

群による治療と、前述の障害特性から睡眠障害があり、治療を続

けている。通院や食料品の買い物等以外は外出をせず、自宅で単

身生活をしているので、自ら生計を立てないと生命の危機に及ぶ。 

 これらの生活実態があるにもかかわらず、本件処分はそれらを

加味しておらず、却下した理由に疑義がある。  
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第４  審理員意見書の結論  

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項に

より、棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年  月  日  審  議  経  過  

令和３年１月２９日  諮問  

令和３年３月８日  審議（第５３回第３部会）  

令和３年４月１５日  審議（第５４回第３部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴   法２６条の２は、市長（特別区においては区長。以下同じ）

は、その管理に属する福祉事務所の所管区域内に住所を有する

特別障害者に対し、手当を支給するものとし、法２条３項は、

特別障害者について、「二十歳以上であつて、政令で定める程

度の著しく重度の障害の状態にあるため、日常生活において常

時特別の介護を必要とする者をいう。」としている。  

    そして、法施行令（以下「令」という。）１条２項は、法２

条３項に規定する「政令で定める程度の著しく重度の障害の状

態」は、次のいずれかの場合に該当することが必要であるとし

ている。  

   ア  身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害（以下「身

体機能の障害等」という。）が令別表第二（別紙２）各号の

一つに該当し、かつ、当該身体機能の障害等以外の身体機能
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の障害等がその他の同表各号の一つに該当するもの（令１条

２項１号）  

   イ  上記アに定めるもののほか、身体機能の障害等が重複する

場合（令別表第二各号の一つに該当する身体機能の障害等が

あるときに限る。）における障害の状態であって、これによ

り日常生活において必要とされる介護の程度がアに定める障

害の状態によるものと同程度以上であるもの（令１条２項２

号）  

   ウ  身体機能の障害等が令別表第一（別紙２）各号（１０号を

除く。）の一つに該当し、かつ、当該身体機能の障害等が上

記イと同程度以上と認められる程度のもの（令１条２項３号） 

  ⑵  法２６条の５において準用する法１９条は、手当の支給要

件に該当する者は、手当の支給を受けようとするときは、そ

の受給資格について、市長の認定を受けなければならないと

している。  

    また、障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関する省

令（以下「省令」という。）１６条において準用する省令４条

は、市長は、認定の請求があった場合において、受給資格がな

いと認めたときは、請求者に、文書でその旨を通知しなければ

ならないとしている。  

⑶  そして、令１条１項及び２項に該当する程度の障害の認定基

準として、「障害児福祉手当及び特別障害者手当の障害程度認

定基準について」（昭和６０年１２月２８日付社更第１６２号

各都道府県知事宛厚生省社会局長通知。以下「認定基準」とい

う。）が定められている。  

法３９条の２は、法の規定に基づき都道府県、市又は福祉事

務所を管理する町村が処理することとされている事務は法定受
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託事務であるとするところ、認定基準は、地方自治法２４５条

の９第１項の規定に基づく法定受託事務に係る処理基準であり、

特別障害者手当の支給に関する事務について、法令の解釈及び

審査基準として定められたものである。  

⑷ア  認定基準第一（共通的一般事項）・３では、障害程度の認

定は、原則として、特別障害者手当認定診断書によって行う

こととされている。  

なお、認定基準第一・７では、実施機関において、障害程

度の認定に関し疑義を生ずる場合においては当該障害程度の

認定について都道府県知事に必要に応じて照会することとさ

れている。  

イ  認定基準第三（特別障害者手当の個別基準）では、令１条

２項１号ないし３号に該当する各障害の程度について、それ

ぞれ、障害の種別ごとに具体的な個別基準が定められている。 

(ｱ) 令１条２項１号に該当する障害の程度とは、令別表第二

各号に掲げる障害が重複するものとされている（認定基準第

三・１・柱書）。  

なお、精神の障害については、認定の対象となる精神疾患

が併存しているときは、併合認定の取扱いは行わず、諸症状

を総合的に判断して認定するとされている（認定基準第三・

１・⑻・ア・ (ク )）。  

   (ｲ) 令１条２項２号に該当する障害の程度とは、次のいずれ

かに該当するものとされている。  

     ①  令別表第二第１号から第７号までのいずれか１つの障

害を有し、かつ、別紙３に掲げる身体の機能の障害若し

くは病状又は精神の障害を重複して有するもの（認定基

準第三・２・⑴）  
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     ②  令別表第二第３号から第５号までのいずれか１つの障

害を有し、かつ、日常生活動作評価表の日常生活動作能

力の各動作の該当する点を加算したものが１０点以上の

もの（認定基準第三・２・⑵）  

   (ｳ) 令１条２項３号に該当する障害の程度とは、令別表第一

のうち次のいずれかに該当するものとされている。  

     ①  第二障害児福祉手当の個別基準の４（内部障害）又は

５（その他の疾患）に該当する障害を有するものであっ

て、第三の１の⑺のウの安静度表の１度（絶対安静）に

該当する状態を有するもの（認定基準第三・３・⑴）  

  ②  第二障害児福祉手当の個別基準の６（精神の障害）に

該当する障害を有するものであって、第三の１の⑻のエ

の「日常生活能力判定表」（別紙４）の各動作及び行動

に該当する点を加算したものが１４点となるもの（認定

基準第三・３・⑵）   

⑸  そして、省令１５条は、法２６条の５において準用する法１

９条の規定による特別障害者手当の受給資格についての認定の

請求には、特別障害者手当認定請求書に受給資格者が法２条３

項に規定する者であることに関する医師の診断書を添えて、市

長に提出すべき旨を定めている。  

 ２  そこで、請求人が、特別障害者手当認定請求書を提出する際

に添付した、特別障害者手当認定診断書（精神障害用）（以下

「本件診断書」という。）の記載内容を前提に、本件処分に違

法又は不当な点がないかどうか、以下、検討する。  

  ⑴  請求人の障害について  

本件診断書についてみると、本件診断書は「精神障害用」であ

り、「障害の原因となった傷病名」欄（別紙１・１）には「躁う
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つ病」と記載され、「合併症」欄（別紙１・３）には、「自閉症

スペクトラム障害、注意欠陥多動性障害」等が記載されている。 

また、「現症」の「精神症状」欄（別紙１・７・⑶）には、「自

閉、無為、不安、恐怖、うつ状態、そう状態」に該当するとされ、「問

題行動及び習癖」欄（別紙１・７・⑷）には、「拒絶」に該当す

ると記載されていることから、請求人の障害については、精神の

障害のみであることが認められる。  

そうすると、請求人については、令１条２項３号に該当するか

否かを、具体的には上記１・⑷・イ・ (ｳ)・②に基づき判断する

こととなる。  

  ⑵  精神の障害の程度について  

    本件診断書によれば、ＩＱ９４（ＷＡ２Ｓ）とされているところ、日

常生活の具体的な支障の程度について判定する「日常生活能力

の程度」欄（別紙１・７・⑹）は、「用便（月経）の始末」、

「衣服の着脱」及び「簡単な買い物」がひとりでできる、「刃

物・火の危険」がわかる、「戸外での危険（交通事故）から身

を守る」が守ることができる、「食事」が介助があればできる、

「家族との会話」及び「家族以外の者との会話」が少しは通じ

るとされており、これら各動作及び行動のそれぞれについて、

日常生活能力判定表に基づいて判定した結果は「３点」となり、

認定基準第三・３・⑵が規定する１４点に至っていないことが

認められる。  

⑶  上記⑴及び⑵で検討したところからすると、請求人の障害の

状態は、令１条２項３号に規定する障害程度には該当しないと

判断することが相当である。  

 ３  上記２のとおり、請求人の障害の状態は、令１条２項３号に規

定する障害程度には該当しないものと判断されるところ、知事に
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協議を行った結果においても、「令１条２項各号の障害程度に達

していないため」と説明し、法に規定する障害程度に該当しない

との回答（本件回答）を得ていることが認められる。  

   したがって、本件回答に基づき、処分庁が、請求人は令１条２

項の障害程度に該当しないとして行った本件処分について、違法

又は不当なものということはできない。  

４  請求人は、前記第３のことから、本件処分は請求人の生活実態

を加味していないなどと主張している。  

しかし、障害程度の認定は、上記１・⑷・アのとおり、本件診

断書の記載内容に基づいてなされるべきものであるところ、本件

診断書によれば、請求人の障害の状態は、令１条２項各号に規定

する障害程度に該当しないことが相当であることは上記２のとお

りであることから、本件処分における処分庁の判断に不合理な点

は認められず、請求人の主張は理由がないというほかはない。  

５  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

 その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や

法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適

正に行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

外山秀行、渡井理佳子、羽根一成  

 

別紙１から別紙４まで（略）   

 


